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Ⅰ．委託業務の目的、達成目標等 
１．１ 委託業務の目的 

本事業は、「統括部局」の機能を強化し、学部・研究科等の各研究組織

での管理が進みつつある研究設備・機器を、研究機関全体の研究基盤とし

て戦略的に導入・更新・共用する仕組みを強化（コアファシリティ化）す

る。 
筑波大学（以下「本学」という。）では、総括部局であるオープンファ

シリティー推進室（以下「OF 推進室」という。）を学長の直下に位置する

全学的組織として位置づけ、機器共用の戦略的な促進及び研究機器整備、

支援体制の構築を実施する。 
 
１．２ 本事業における達成目標、達成された時の姿 

全学的組織で強力なリーダーシップ体制の下、共用マネジメント及び人

材マネジメント、産学・地域連携マネジメントを行い、機能強化を図るこ

とを目標とする。また、事業終了後に共用化文化の促進で社会還元型研究

を支える戦略的インフラの確立を目指す。 
 
１．３ これまでの取組と解決すべき課題 

これまでに研究機器の共用化に向けて、One-stop 予約課金システムを構

築や学内約１８０台の機器共用化及び有効利用、講習会等の企画による利

用促進を実施した。また、学外利用促進及びつくば地区研究機関との連携

を進めてきた。今後の計画として、共用機器数の拡大や技術職員の育成、

つくば地区研究機関との戦略的連携促進を行うために、全学的な統括組織

を中心としたマネジメント体制の強化が必要である。 
 
１．４ 目標達成に向けた戦略 

目標達成に向けて、統括部局としてオープンファシリティー推進機構

（以下「OF 機構」という。）を設置して、全学機器整備運営方針の策定を

行い、令和４年度から戦略的コアファシリティマネジメントを推進する。 
・TIA 連携による社会還元型研究促進戦略 
TIA 連携・技術交流会の開催（令和３年度～）及び開発研究センター等

との連携による産学連携新事業（令和５年度～）の実施により、社会課

題・産業ニーズの集約を行い、社会還元型研究を推進する。 
・キャリアアップ・キャリアパス戦略 
技術職員の育成・交流プログラムの策定（令和３年度～）及びつくば

アソシエイトメンタリング人材育成支援（令和３年度（試行）・令和５
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年度（実施）～）、キャリアアップ・キャリアパスの方策の試行・運用

（令和５年度～）、技術職員クロスアポイントメント（令和６年度～）

の実施により、キャリアアップ・キャリアパスの確立を図る。 
・機器運用資金好循環化戦略 
機器運用資金好循環化に向けて、共用化新ルール（利用負担金多階層

化改革及び特殊機器の高額共用、若手研究支援クーポンの配布）を整備

し、共用機器の自走化及び高収入化、若手研究力強化を行う。学内研究

設備機器の調査（令和３年度～）及び共用システム高度化改修（令和３

年度～）、共用化新ルールの方針を決定（令和４年度～）、共用新シス

テム稼働・全学研究設備機器の登録一元化と共用化促進（令和４年度～）

により、５００台の機器共用化を目標として、共用新システムの定着を

図る。 
 
１．５ 研究機関全体としての研究基盤の整備・運用方針 

本学は「国際性」と「学際性」を建学の理念に掲げ、分野横断的な教員

組織の編成により学際的研究を推進してきた。第４期中期目標期間からは

「指定国立大学法人」として、これを一層強力に推し進める。さらに、既

存の学問分野だけでは解決できない課題に挑む新たな分野を創成し、その

教育研究の成果を社会に実装することを目指す。学際性を理念として研究

力強化に取り組む本学にとって、研究基盤の共用は、研究設備・機器のよ

り効果的・効率的な利用のみならず、機器を核として、学内外の研究者の

協働による分野を超えた新たな研究を生み出す基礎・基盤となる。本事業

では、本学の研究基盤を強化するため、学内機器の共用化のさらなる推進、

コアファシリティ機能の充実を実施し、多様な研究を支える環境を整備す

る。 
本学の第４期中期目標では、卓越した学術研究を推進するためにオープ

ンファシリティー（以下「OF」という。）を積極的に利用できるよう、研

究支援人材育成、コアファシリティ機能の戦略的整備、学内の各組織に散

在している研究機器共用システムへの登録促進を進める。 
 
Ⅱ．令和５年度の実施内容 
２．１ 実施計画 
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

① 構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

OF 機構は、学長直下の機構として位置付けられて設置し、機構長（研

究担当副学長）と副機構長を置いている。また、OF 機構には、審議組織
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としてオープンファシリティー推進委員会を置き、全学的な戦略、方針

の策定、ルールの策定、整備等を行い、また、実行組織としてオープン

ファシリティー推進支援室を置いている。OF 機構の組織体制で、令和５

年度は学内研究設備機器の中長期的な設備整備計画の調査を行う。共用

化のための基盤機器の高度化として、停電による貴重な測定データの逸

失を避けるための無停電化装置の導入と設置作業によるアップグレード

や取得したデータの最大限の活用のための解析ソフトウェアの導入やメ

ンテナンスなどを行う。また、機器の共用化促進のための初期費用のサ

ポートとしてスタートアップサポート（共用に必要なソフトウェアやハ

ードウェアの供与と技術支援など）を行う。共用新システムは稼働して

おり、これら全学研究設備機器の登録一元化に基づく共用化促進を進め

る。さらに、戦略的コアファシリティマネジメントに対応した共用化新

ルールの方針を含めた全学的な共用方針の策定、共用システムの保守・

バックアップ、TIA 連携・技術職員交流会の開催等、産学連携や地域連携、

その発展として産学連携新事業の検討、広報活動や各種課題に取り組む。 

 

② 技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

本学は第４期中期目標期間において、技術職員、URA 等の高度専門人材

のあり方の見直しを計画している。本取組では、共用機器の環境整備及

び機能的な管理運営を推進するため、令和５年度は継続して２名の技術

職員、新規に１名の技術職員、共用機器技術支援のため、テクニカルエ

キスパート１５名程度を雇用する。本学における教育研究のより一層の

高度化を図るため、これらの職員も含めて機器共用化に関係する技術職

員に対して、更に高度な専門能力を有する人材として育成する取組を行

う。この方針のもと総務部人事課とも連携し、第４期中期計画に掲げた

「専門職人材ユニット（仮称）」の構築を引き続き検討する。これらを

念頭に置いて、キャリアアップ・キャリアパスの方策の検討（現在施行

準備中の学内技術研修や学外との連携など）、さらに、技術職員交流会

の開催、特殊機器のメーカーによる講習会の開催、つくばアソシエイト

によるメンタリング人材育成支援を行う。その他、プロジェクト運営の

ため、事務職員として１名を継続雇用、１名を新規に雇用する。 

 

（ⅱ）協力機関の取組 

協力機関として国立研究開発法人産業技術総合研究所及び国立研究開

発法人物質・材料研究機構、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器

研究機構が参画することにより、技術職員の育成・交流プログラムの計
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画や技術職員交流会の開催を連携して実施する。 

 

２．２ 成果・実績  
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

【機関名：国立大学法人筑波大学】 

 

①構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

 

（１）全学的な戦略方針の策定 

オープンファシリティー推進委員会（以下「OF 推進委員会」とい

う。）を令和５年５月３１日、９月２６日〜１０月６日（メール審

議）、１２月２６日〜令和６年１月１１日（メール審議）の計３回

開催し、本事業における予算配分、技術職員の配置、テクニカルエ

キスパートの雇用について審議し、決定した。 

また、OF 推進委員会において、文部科学省「大学等による研究設

備・機器の共用化のためのガイドライン等の策定に関する検討会」

が策定・公表している「研究設備・機器の共用推進に向けたガイド

ライン」を参考に「筑波大学研究設備・機器の共用化ガイドライン」

を策定し、公表した。本ガイドラインの主なポイントは、取得額１，

０００万円以上の研究機器を原則として共用の対象としたことであ

る。 

 

（２）OF 推進に関する事項 

OF 推進支援会議を、令和５年６月２１日、７月２６日、８月２８

日〜３０日（メール審議）、９月２６日〜２９日（メール審議）、

１０月１３日、１０月２６日、１１月２２日〜２７日（メール審

議）、１２月１２日、令和６年２月１９日〜２２日（メール審議）、

３月２８日の計１０回開催した。これに基づき、以下の施策、すな

わち、OF における機器のシステム登録、共同利用普及のための施策、

OF システムへの新規登録と登録変更、OF サポートによる支援（詳細

は後述。）の決定と実施、防災・震災対策支援等を実施した。 

 

（２-１）学内研究設備機器の調査 

学内研究設備機器の中長期的な設備整備計画の調査を行った。主に

設備の現状把握・分析、設備整備に係る課題の抽出や財源確保及び設

備整備・運用の効率化等、設備マネジメントの最適化に向けて設備マ
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スタープラン策定に係る調査を実施した。令和５年度は、以下の３つ

の条件を全て満たす機器を対象に今後の機器の更新計画案を作成し、

減価償却引当特定資産積立金として財源を確保した。 

１． 令和４年度共同利用時間数 TOP３０の機器であること 

２． 取得から１３年以上経過していること 

３． 直近で後継機が導入されていないこと 

令和６年度以降に設備マスタープランと照合しながら、設備整備計

画を更に検討する方針としている。 

 

（２−２）共用化のための基盤機器の高度化 

NMR４００と NMR６００は、利用時間数が多い基盤機器であるが、

停電による貴重な測定データの逸失を避けるための無停電化装置を導

入した。また、オールインワン蛍光顕微鏡についても利用時間数が多

い基盤機器であるが、取得したデータの最大限の活用を図るため、動

画編集解析ソフトウェアを導入した。高速冷却遠心機は、広範な種々

の研究を行う上での基盤機器となっているが、サンプルの量や目的に

よって使用するロータを使い分けなければ、適切に遠心分離ができな

い。より多用途の利用ニーズに対応していくために、固定角ロータを

導入し、遠心機の高度化を実施した。 

 

（２-３）OF サポートの実施 

本事業及び学内措置により、研究機器保有部局に対する新規登録促

進、登録機器の機能強化、若手研究者の機器利用を促すインセンティ

ブとして以下の支援を行った（図１参照）。 

(A１) テクニカルエキスパート雇用支援 

OF登録機器の機器利用サポートを行うにあたり、高度な技術スキル

を有する大学院生をテクニカルエキスパートとして任用するための

雇用費を支援した。 

(A２) スタートアップ支援 

OF の新規登録予定の機器/業務に対して、円滑に共用化を開始でき

るように支援を行った。 

支援例：共用化に備えての消耗品の補充、機器の不具合の解消、長

期の安定稼働を実現するための什器備品の整備 

(A３) 基盤機器緊急支援 

基盤機器については、稼働率の向上が強く求められるが、OF基盤機

器のメンテナンスに係る作業費を支援した。 
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(A４) 基盤機器更新支援 

OFシステムに登録している基盤機器に相当する共同利用機器及び関

連機器等の更新又は委託利用業務で必要な機器等の更新の支援を行

った。 

(A５) 基盤機器高度化改修支援 

OF基盤機器について、協議の元、機器の高度化・改修にあたる設備

備品費の支援を行った。 

(A６) 機能強化支援 

OF 既登録機器/業務に対する支援（基盤機器以外も対象）、登録さ

れている機器の機能強化経費（アップデート、バージョンアップ等）

の一部支援を行った。 

(A７) 防災・減災対策支援 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震の発生を受けて、今後の

研究設備機器の防災・減災対策を強化する目的で支援を行った。 

(B１) 若手研究者支援 

若手研究者支援として、創発的研究支援事業採択者を対象に研究機

器共用に向けた支援として、OF 登録機器の無償利用を実施した。 

 

図１：OF サポート２０２３支援実績 
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（２−４）OF WEB システム（データベース） 

根幹になるシステムは、概ね、完成しているが、日常的な利用にお

いて絶えず利便性を考慮した改良を随時行っている。具体例として、

利用者の増加によるメールのセキュリティ強化のため、メール送信時

の送信サーバ設定を改良することで、問題点は解消され、安定した運

用が可能になっている。 

 

（２−５）筑波大学 OF 研究機器共同利用説明会 

令和５年６月８日に、物質・材料研究機構(NIMS)、高エネルギー加

速器研究機構(KEK)の協力を得て、第１１回筑波大学 OF 研究機器共同

利用説明会をオンラインにて開催した。 

「ライフサイエンス分野」「ものづくり分野」「ライフサイエンス

分野」「汎用分析分野」「マテリアル／デバイス分野」に分け、１３

の組織から説明いただき、質疑・応答がなされた。１２１名の参加者

があった。 

 

（２−６）筑波大学 OF ウィーク２０２３ 

令和５年１０月１６日〜２０日の５日間に渡って、全学の９会場に

おいて、関係する企業の協力を受けて、筑波大学 OF ウィークに関わ

る多数の行事（セミナー、説明会）が行われた（参考２、３、４参

照）。イベントの規模を拡大したことで大学内外から４６１名の参加

があり、大幅に増大した。各機器について、詳細な情報が得られると

ともに、双方向の意見交換が可能なことから、利用者拡大において、

多大な効果を及ぼしている。 

 

（２-７）全学向け講習会・セミナー等 

前項の OF ウィーク２０２３のイベントに加え、オンライン形式の

全学向け講習会・セミナー等を全４０回、対面形式の全学向け講習

会・相談会・実機デモ等を全５９回開催した。その他、技術職員及び

学生テクニカルエキスパート（計１９名）、メーカー協力による個別

講習会・機器操作支援を多数実施した。 

 

表１：全学向け講習会・セミナー等（オンライン形式） 

回 開催件名 

１ 
初・中級者向けオンラインセミナー「Ｃｅｌｌｐｏｓｅと
ＩｍａｇｅＪを使った画像解析の手順を学ぼう！」 
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２～３７ 
オープンファシリティーウィーク２０２３で全３６回開催 
（参考２、３、４参照） 

３８ 基礎から分かる画像解析オンライン講座 

３９ ホログラフィック顕微鏡システムセミナー 

４０ ＦＡＣＳ解析ソフトウェア ＦｌｏｗＪｏ™ 説明会 

 

表２：全学向け講習会・相談会・実機デモ等（対面形式） 

回 開催件名 

１ ＭＡＬＤＩ型質量分析装置講習会 

２ 
マルチプレックスアッセイシステム (Ｌｕｍｉｎｅｘ ２０

０)セミナー 

３ 熱分析装置ＴＧ ＤＴＡ、ＤＳＣ講習会 

４ オールインワン蛍光顕微鏡使用講習会 

５ 
ＢＤ Ｒｈａｐｓｏｄｙ™ Ｅｘｐｒｅｓｓシングルセル解析

システムデモセミナー 

６ ＴＨＵＮＤＥＲイメージングシステム使用説明会 

７ フローサイトメーター簡易トレーニング 

８ 第１回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会） 

９ リアルタイム PCR セミナー 

１０ 共焦点レーザー顕微鏡 (ＴＣＳ ＳＰ８) 取り扱い説明会 

１１ 
第２回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

１２ 共焦点蛍光顕微鏡講習会 

１３ 
第３回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

１４ 
第４回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

１５～４５ 
オープンファシリティーウィーク２０２３で全３１回開催

（参考２、３、４参照） 

４６ ＭＡＬＤＩ型質量分析装置講習会 

４７ 第１回 キーエンス・マンスリーユーザーサポート 

４８ 
第５回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

４９ 電子顕微鏡セミナー２０２３ 

５０ 第２回 キーエンス・マンスリーユーザーサポート 

５１ マイクロピペット無料点検およびセミナー 

５２ 
第６回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 



 

9 
 

５３ 第３回 キーエンス・マンスリーユーザーサポート 

５４ 
第７回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

５５ 第４回 キーエンス・マンスリーユーザーサポート 

５６ 
第８回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

５７ 
卓上型超遠心機 (Ｏｐｔｉｍａ ＭＡＸ－ＴＬ) 取扱い説明

会 

５８ 第５回 キーエンス・マンスリーユーザーサポート 

５９ 
第９回 Ｎｉｋｏｎ Ｄａｙ（顕微鏡相談会・顕微鏡メンテ

ナンス） 

 

 （２-８）産学連携・地域連携の取組 

   前項で示すとおり、装置メーカー約１０社と連携し、高額機器のセ

ミナーや実機デモ、機器利用サポートを行う等、企業との連携を強化

した。利用者が増加したことにより実質一人当たりのコスト負担が削

減された。また、企業との Win-Win の関係を築くことも重要となるた

め、将来の機器導入の検討に備えた機会として、未導入の機器の特別

セミナーや実機デモを２社と連携して実施し、学内外の研究者に広く

周知した。 

その他、社会還元型研究を促進するために開発研究センターとの連

携による産学連携新事業を実施した。具体例として、イノベイティブ

計測技術開発研究センターにおける特別共同研究事業で最先端の計測

機器が設置されているが、OF の機器として学内外で広く活用できるよ

うに、電子顕微鏡セミナー等の開催により、両者の関係を強化した。

本取組の発展として、他の開発研究センター等にも拡大が期待される。 

 

②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

 

（１）技術職員等の雇用支援 

OF 推進のため、技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けて、

以下の施策を行った。 

 

（１−１）技術職員の雇用支援 

共用機器の環境整備及び管理をより機能的に推進するため、令和５

年度には、継続の２名の技術職員、新規の２名の技術職員の雇用支援

を実施した。 
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（１−２）テクニカルエキスパートの雇用支援 

利用に際し高度な技術が求められる、あるいは、習熟が求められる

機器の OF 化において、大学院生をテクニカルエキスパートとして雇

用できるものとしており、令和５年度には、１９名の雇用を支援した。 

 

（２）技術職員の育成等 

大学としての研究力強化を進めながら、OF 化を推進するためには、

高い技能と、高い専門性を有する技術職員の育成やキャリア支援が不

可欠である。業務に関わる実践的な内容を習得することが急務となっ

たため、つくばアソシエイトによるメンタリング人材育成支援に代え

てより効果的な人材育成支援プログラムのコース１からコース３まで

の３コースに変更し、以下の施策を実施した。 

 

（２−１）人材育成支援プログラム 

人材育成支援プログラムのコース１（幅広い知識の習得）の取組と

して、OF スキルアップ講座「研究機器の災害対策とリスク安全管理

について」（講師：筑波大学環境安全管理室長）を開講した。令和６

年１月１日に発生した能登半島地震発生を受けて、安全衛生管理の知

識習得が特に重要なテーマと判断し、令和６年２月２９日に、技術職

員を対象に実施した。３２名の参加を得て、東日本大震災に遭遇した

際の体験談をもとに活発な意見交換を行った。 

人材育成支援プログラムのコース２（専門基礎知識と技術の習得）

の取組みとして、実地的に若手技術職員を育成するために、熟練技術

者を雇用した。特に機械工作関連の業務については、OJT の実施等、

育成体制を整備した。 

人材育成支援プログラムのコース３（高度な専門知識と技術の習得）

については、東京工業大学が中心となって進めている「TC カレッジ」

との連携を視野に情報収集を行った。今後、TC カレッジ等、他機関

に本学の技術職員を派遣し、人材育成の道筋を確立させるため、学内

の実施体制整備を行うこととする。 

 

（２−２）専門職人材ユニット 

令和５年度には、総務部人事課と連携し、第４期中期計画に掲げた

「専門職人材ユニット」の構築に向けた検討を進め、就業規則等に新

たな職として「専門職業務職員」を追加するとともに、「専門職人材

ユニット」制度の構築と評価に応じた処遇を可能とした（令和６年４
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月１日施行）。 

 

（３）実績 

戦略的な研究設備・機器の整備を実施したことにより、登録機器の

増加及び学内外の利用件数や利用負担金収入の増加に繋がり、利用促

進を効果的に進めることができた。以下に登録機器・委託業務登録数

などの年度別推移を示した。概ね増加傾向であった（図２、図３、図

４、図５参照）。 

 

図２：共同利用機器登録台数・委託業務登録数等の推移 
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図３：年度別学内利用件数・利用時間・利用料収入推移 

 
 

図４：年度別学外利用件数・利用時間・利用料収入推移 
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図５：年度別学内外利用件数・利用時間・利用料収入推移 
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図６：相互施設見学会の様子 
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の部局で利用されているものの、それらの連携は、必ずしも十分に行わ

れているとはいえない。そのような部局を結びつけることにより、相互

の技術を連携する体制を構築することにより、大学全体での機器利用方

法の質を高めることを検討すべきである。 
 
（２）本事業において、教育力、研究力の低下の犠牲を払うことなく、高い

効果を上げるためには、技術職員の協力が不可欠である。技術職員の意

識改革により解決に近づけることは不可能ではないものの、個々の職員

の意識が異なるため、全体として顕著な効果が現れるには時間を要する

ことが認識されている。そのため、先述のとおり、まずは技術職員の処

遇改善を行うべく、「専門職人材ユニット」という評価に応じた処遇を

可能とするキャリアパスの枠組みを整備した。一方で、現在、部局ごと

に運営されている技術職員組織から、全学の技術職員が所属して全学的

な人事・育成や企画・戦略を担う組織である「全学技術室」へ改組する

ことで、共用機器・技術職員・資金の集約と戦略的再配分を行えるよう

にし、本事業のさらなる推進を目指す。 
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参考１：OF 研究機器共同利用説明会ポスター 
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参考２：OF ウィーク２０２３ポスター 

 
  



 

17 
 

参考３：OF ウィーク２０２３スケジュール１ 
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参考４：OF ウィーク２０２３スケジュール２ 

 


